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	届出日
	



発明届出書


国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学学長　殿
本学職務発明等取扱規程第７条の規定に基づき、以下のとおり、届け出します。
	所属(研究室名)
	

	提出者氏名
	

	TEL(内線)
	






	発明の名称
（全角100文字以内）
	

	発明の概要
（全角500文字未満）
	








	公表予定
	至急出願の必要性の有無
	

	
	発表予定の有無
	

	
	発表予定日 (20XX/XX/XX)
	

	新規性喪失例外適用
	新規性喪失例外適用の必要性の有無
	

	
	発表日(20XX/XX/XX)
	

	
	発表方法 1:刊行物／要旨集 2:研究集会
3:博覧会 4:インターネット 5:その他
	

	
	発表先略称
	

	出願希望日
	出願希望日(20XX/XX/XX)
	



	発明に至った経緯・状況

	1 研究経費
(運営費交付金、科学研究費、共同研究費、受託研究費、奨学寄付金　その他）
	

	②研究課題
	

	③出資元
	

	④研究期間
	



	学内発明者

	氏名（日）
	氏名（ローマ字表記）（＊名-性の順）
	所属
	役職
	持分(＊１）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	学外発明者

	氏名（日）
	氏名（ローマ字表記）（＊名-性の順）＊2
	所属
	役職
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（＊1）学内の発明者全員の持分合計が100となるように発明者持分を記入下さい。
（＊2）学外者の場合は任意
	出願人情報

	出願形態(単独・共願・その他)
	

	出願人
	
	持分
	費用分担比率

	
	１
	奈良先端科学技術大学院大学
	
	

	
	２
	
	
	

	
	３
	
	
	



	発明の内容
　下記の項目に従い、記入下さい。記入された内容は、特許出願、技術移転の資料となります。
　明瞭にできるだけ具体的に、詳細記述下さい。申請時に全てを記入できない場合、空白で結構です。

	Ⅰ発明の背景

	Ⅰ-1　技術分野（全角５００文字以内）

	







	Ⅰ-2　従来技術に関する情報　（全角５００文字以内）
・調査した先行技術の特許文献番号、論文についてご記入下さい。特許文献については調査した分野、キーワードなどもご記入下さい。資料がある場合は添付下さい。
・調査した先行技術として非特許文献を記載する場合、そのコピーを産官学連携推進部門宛に送付してください。ＪＳＴの海外出願支援制度に申請する際にＪＳＴによる審査のため非特許文献の提出が必要になります。

	




	Ⅰ-3　従来技術の問題点と発明が解決しようとしている課題　（全角５００文字以内）

	




	Ⅰ-4　課題を解決するための技術的手段
・従来技術と比較して課題解決のためどのような手段を（構造、条件、方法、工程、物質）用いたのか、その手段、作用（作動、反応、機能）について具体的に記述して下さい。

	［技術的手段］（全角５００文字以内）




［実施例］別ファイルに発明の実施例（図、写真等を含む）を詳細に記入して、添付願います。


[添付ファイル]



	Ⅰ-5 発明によって生じた特有な効果　（全角５００文字以内）
・発明のどの部分がどのような効果を発揮し、また従来技術に対し、利点を発揮するかを記述下さい。効果は出来るだけ具体的に、定量的に記載するためにデータがあれば添付下さい。

	





	Ⅰ-6　特許請求の範囲の原案　（全角５００文字以内）

	






	Ⅱ 事業性（実用化）に関する情報
御記入頂いた情報に基づき、事業性を検討いたします。ご存知の範囲で記入ください。

	Ⅱ-1　発明の実用化に必要な期間
（例： １年以内、３年以内等）
	

	Ⅱ-2　実用化における技術的課題（全角５００文字以内）

	




	Ⅱ-3　関心を示すと思われる企業

	①企業名：

	その理由（全角５００文字以内）
	実用化に際して応用可能分野（全角５００文字以内）

	


	



	②企業名：

	その理由（全角５００文字以内）
	実用化に際して応用可能分野（全角５００文字以内）

	


	



	③企業名：

	その理由（全角５００文字以内）
	実用化に際して応用可能分野（全角５００文字以内）

	


	





